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説明 し、経済合理的な予測力のある科学として大きく発展 してきた。そこで仮定 されている合理的個人
とは、常に自己の経済的利益を最大化するように行動する個人である。そのためには、(i)現在時点だ
けでなく将来時点まで視野に入れて、価)可 能な選択肢について得られる便益 とそれにかかる費用を正
























合理的な行動を行 うかが問われる。第1章 は、要介護 リスクと疾病 リスクを取 り上げ、これらの リスク
の認識において現実の人間に近視眼的な思考が見 られることが示 され る。 さらに、 リスク認識 における
近視眼性の要因分析から、性別や実体験の有無が大事であることが明らかにされた。第2章 では、介護
保険が取 り上げ られ、逆選択の存在が支持され るとともに、人間が保険加入行動において近視眼的であ




れる便益評価の乖離である。賦存効果 とは、保有 している財を失 うことの損失が、それと同量の財を新
たに手に入れることの便益より大きいことを意味する。支払費用効果 とは、費用を負担 して手に入れた




る財を手放すとした ら最低限受け取 りたいと思 う金額(WA)と財を手に入れるとき最大限支払ってもよ
いと思 う金額(WTP)との乖離が生 じ、その乖離が経済理論の予想に反す ること、また、その乖離が賦存
効果による議論 と代替可能性による議論 とがあることを示 した。第4章 では、環境政策について実際に
調査を行い、WTAとWTPの乖離にっいて代替可能性による仮説 と賦存効果による仮説を検証 した結果、そ
の乖離が賦存効果による仮説によって説明されることを明らかにした。第5章 は、実験経済学的手法 を
採用 して実際に財(バ ス ・クロック)を 用いて取引実験を行い、賦存効果の存在を検証 している。実験
の結果、賦存効果の存在を検証 し、保有 している財を失 うことの損失が、それ と同量の財を新たに手に
入れることの便益より大きく評価する人間の心理的傾向の存在が確認された。第6章 は、医療保険料の
支払費用効果によるモ ラル ・ハザー ドの検証である。強制加入の公的医療保険では保険料は回収不可能
なサンク ・コス トとして医療サー ビス需要には影響を与えないはずであるが、実証分析か らは医療サー
ビスへの需要増加をもた らすことが明 らかになった。 これは、支払費用効果 によるモラル ・ハザー ドの
存在の確認である。第7章 では、支払費用効果を実験経済学的手法により検証 している。費用を負担 し
て手に入れた財は、費用を負担 しないで手に入れた財の便益 よりも大きい という支払費用効果を、実際















合(人 気歌手のチケ ット)の仮想質問を行った。その結果、取引に対する公正とい う価値判断か ら、価
格が硬直化 し、需給均衡が調整 されない可能性の存在が確認 される。すなわち、公正とい う価値判断が
市場の需給均衡を阻害 しているのである。 ・





する。 しか し、実験経済学的手法による検証の結果、第2プ レーヤーが最小単位の貨幣の分け前提案 を
拒否することが確かめられた。不当な分け前の提案に対 しては、現実の人間は拒否す ることか ら、人間
は他人か ら正当に扱われ ることを必要 とするのである。第12章では、事前情報を与えることによって発
生する同調効果が検証されている。 ここでは、第2プ レーヤーが、 自分 と同じ立場におかれた他の人が
過去にどのような行動を選択してきたかの情報を与える場合 と与えない場合で、決定行動に差が生 じる
かを問 う。事前情報が第2プ レーヤーに与 えられ ると、第2プ レーヤーは 自分が正 当に扱われているか
を判断 し、第1プ レーヤーからの提案 を受け入れるかを決定することが確認された。すなわち、現実の
人間は社会から切 り離 されては存在できないのであり、正当に評価されたいと願 ってお り、その判断が
経済行動にも影響を与えるのである。第13章 は、事前情報の付与による評判効果の検証である。第12
章と異なって、第2プ レーヤーが第1プ レーヤーの評判、すなわち以前に第1プ レーヤーがどのような
分け前の提案を行ってきたかの情報を与えられる場合と与えられない場合で、決定行動に差があるかど
うかを検証する。 この場合でも、第2プ レーヤーはどのような小額でも受 け入れることが経済合理的で
あるが、実験結果ではそのような行動はあまり観察されず、たとえ自分の分け前がゼ ロになっても、正
当に扱われない提案は受け入れ られない可能性の存在が示 された。それは、自分が正 当に扱われたいと
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い う現実の人間の心理が経済合理性に優先 していることを意味す るのである。
以上の本書の分析 を通 じて、一般経済モデルが仮定する合理的個人 と現実の人間とは異なる可能性が
明 らかにされている。これはシンプルな結論であるが、その意味するところは、重大である。なぜなら、
多 くの人が認めるよ うに、経済学は、自己の経済的利益を最大化する合理的個人を仮定することによっ
て、 さまざまな経済現象を説明 し、経済合理的な予測力のある科学 として大きく発展 してきたか らであ
る。 もし、合理的個人の仮定が常に成立 しないのであるならば、あらためて現実の人間が どのように行
動す るのかが問われなければな らない。また、そのような現実の人間行動に立脚 した一般経済モデルが
構築 されなければ、現実の経済現象を正 しく説明できない可能性が存在するのである。
さらに、塚原氏は、合理的個人と現実の人間 との乖離の原因 として(1)能力的な制約に起因する情報
認識や利用の不完全性などの 「限定合理性」 と、(2)「社会に存在する人間 としての自己価値の信認」を
指摘する。この うち、「限定合理性」については、既に多くの研究者によって明らかにされている点であ
る。塚原氏の貢献 として大きく評価 さるべき点は、現実の人間が もつ 「社会に存在する人間 としての自
己価値の信認」の解明である。「人間は、社会から切 り離 されて存在できず、社会の中で、自分が価値の
あるものを信 じたいし、価値のあるものだと認 められたいのである。」 と述べ、「社会に存在す る人間の
自己価値の信認」が現実の人間行動を動機づける基本原理であることを明 らかにす る。今後の経済学が
人間自体を研究対象とし、社会的に存在す る人間としての心理的側面な どを考慮す る必要性が指摘 され
ているのもそのためである。
「人間は常に合理的に行動するとは限らない。」この命題 を、どのように経済学の理論の中に取 り入れ
るか、多くの研究者が、 さま ざまな視点か ら、それに挑みだ している。 ホモ ・エ コノ ミクス(Homo
Economicus)からホモ ・サピエンス(HomoSapiens)へ進化する現実の人間行動の経済分析が必要であ
るとThaler(2000)では述べられている。その中の一つの試み として本書も位置づけられる。本書は、
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